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　市では、財務状況を新たな角度から分析できるように、平成２０年度より従来の決算書類に加えて、民間企

業の会計手法を取り入れた新しい財務書類を作成しています。これらの表を用いることで、従来の決算書に

はなかった情報を得ることができます。また、連結決算書類によって、市が関連するグループ全体の財務状

況を知ることができます。

　なお、平成２７年度までは総務省方式改訂モデルという方式により財務書類を作成してきましたが、平成２８

年度決算からは、全国統一の基準により財務書類を作成することとなりました。

負　債　の　部資　産　の　部

２９９.７億円

２９３.６億円
５.６億円

１.固定負債

<主な内訳>
・資産整備などに用いた借入金
・在職中の職員に必要な退職手当

１,５５６.６億円

１,４５８.９億円
３５.０億円
５８.９億円
３.８億円

１.固定資産

<主な内訳>
・所有する学校や道路など
・他団体への出資金など
・使用目的が決まっている基金
・長期延滞債権、貸付金

４６.１億円

３８.７億円
２.９億円
４.３億円

２.流動負債

<主な内訳>
・借入金のうち翌年度の返済額
・翌年度に支払う賞与の一部
・預り金

３４５.８億円負　債　合　計４２.０億円

４０.９億円
　　Ａ　１８.０億円

０.９億円

２.流動資産

<主な内訳>
・必要な時にすぐ使える資金など
　（うち現金預金）
・未収金、短期貸付金

純　資　産　の　部

１,５７９.６億円

△３２６.９億円

・資産形成のためにこれまでの世代が負
　担した額
・余剰分（不足分）

１,２５２.８億円純　資　産　合　計

１,５９８.５億円負 債 ・ 純 資 産 合 計１,５９８.５億円資　産　合　計

　「貸借対照表」は、市が住民サービスを提供するためにどれだけの資産を保有しているか、その資産をどのような財源で取

得したかを表しています。

　左側には種類別に「資産」の額を、右側上部には将来の世代が負担する「負債」の額を、右側下部には現在までの世代が

負担した「純資産」の額を表します。純資産の額は、資産から負債を除いた額になります。

３０.３億円

１８９.９億円
２３０.８億円
１０.６億円

毅業務活動収支

　１　業務支出（人件費、光熱水費、委託料、社会保障にかかる給付など）
　２　業務収入（地方税、地方交付税、使用料及び手数料、国県補助金など）
　３　臨時支出（災害復旧事業費など）

△２０.０億円

４２.６億円
２２.６億円

毅投資活動収支

　１　投資活動支出（公共施設の整備にかかる経費、上水道、病院事業への負担金など）
　２　投資活動収入（国県補助金、基金繰入金など）

△７.３億円

４０.４億円
３３.１億円

毅財務活動収支

　１　財務活動支出（地方債償還元金など）
　２　財務活動収入（地方債発行による収入など）

３.１億円本年度資金収支額

１０.５億円前年度末資金残高

１３.６億円本年度末資金残高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

４.３億円本年度末歳計外現金残高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  １８.０億円本年度末現金預金残高

郡上市の普通会計

一般会計＋ケーブルテレビ事業特別会計＋青少年育英奨学資金貸付特別会計＋鉄道経営対策事業基金特別会計

【一般会計等財務書類】

※対象となる会計間で行われている、出資金、繰入・繰出などの内部取引は、相殺しています。

【一般会計等】 貸 借 対 照 表　（平成３１年３月 ３１日現在）

【一般会計等】 資金収支計算書　（自 平成３０年４月１日　至 平成３１年３月 ３１日）

A

平成３０年度決算 財務書類の概要を公表します平成３０年度決算　財務書類の概要を公表します。。

B

　「資金収支計算書」は、１年間の歳計現金の出入りを、「業務活動収支」、「投資活動収支」、「財務活動収支」の３つの収支

に分け、どのような活動で資金を得たか、どのような活動に資金を使用したかを表しています。通常は、「業務活動収支」の

黒字で、「投資活動収支」、「財務活動収支」の赤字を賄うことになります。

※表中の数値は、主な内訳であること、表示単位未満の四捨五入により、合計が合わない項目があります。以下同じ。
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１,２７５.７億円 前年度末純資産残高

△２４７.８億円
２２４.８億円

１８７.５億円
３７.３億円

 純行政コスト
 財源調達
<主な内訳>
・地方税、地方交付税など
・国県補助金など

△２３.０億円本年度差額

△２２.９億円本年度純資産変動額

 １,２５２.８億円本年度末純資産残高

　「純資産変動計算書」は、貸借対照表の純資産の部

に計上される数値が、１年間でどのように変動したか

を表しています。純資産は、現在までの世代が負担した

額ですので、増加の場合は現在の世代が自らの負担で

資産を蓄えたか、または将来世代の負担である負債を

減少させたことを表します。
３９.３億円

３３.２億円
２.９億円
１.１億円

１.人にかかるコスト

<主な内訳>
・職員給与や議員報酬などの人件費
・翌年度に支払う賞与のうち当年度発生分
・在職中の職員に必要な退職手当のうち当年度
発生分

１１４.８億円

４９.４億円
１１.４億円
５４.０億円

２.物にかかるコスト

<主な内訳>
・経常的に必要な光熱水費、委託料、物品購入費など
・施設の維持費や除雪費用など
・資産の減価償却費

８７.８億円

３７.５億円
２２.９億円
２６.８億円

３.移転支出的なコスト

<主な内訳>
・補助金など
・社会保障にかかる給付など
・市の特別会計への支出

３.３億円

２.４億円
０.８億円

４.その他のコスト

<主な内訳>
・地方債利子
・返還金など

２４５.３億円　　　　経 常 行 政 コ ス ト　　　　　①

５.０億円
５.９億円

・使用料、手数料
・財産収入、諸収入

１１.０億円　　　　経　　常　　収　　益　　　　　②

△２３４.３億円　　　   純 経 常 行 政 コ ス ト　      ②－①

１３.５億円・臨時損失

△２４７.８億円純 行 政 コ ス ト

兼
献
験

券
献
鹸

自　平成３０年 ４月 １日
至　平成３１年 ３月 ３１日

 　「行政コスト計算書」は、１年間で住民サービス（ごみ収集、福祉サ

ービスなど）にかかる経費と、その対価として受け入れた収入（負担

金、使用料など）を対比させたものです。

　かかった経費を種類別に分類し、どのように経費を使ったかを表し

ます。

兼
献
験

券
献
鹸

自　平成３０年 ４月 １日
至　平成３１年 ３月 ３１日

　貸借対照表の「現金預金」Ａ

の額と資金収支計算書の「本年

度末現金預金残高」Ａの額、貸

借対照表の「純資産」Ｂの額と

純資産変動計算書の「本年度末

純資産残高」Ｂの額はそれぞれ対応します。

　また、行政コスト計算書の「純行政コスト」Ｃの額

は、純資産変動計算書の「純行政コスト」Ｃの額に対

応します。

【一般会計等】 純資産変動計算書 【一般会計等】 行政コスト計算書

【一般会計等】財務書類から分かる
　　　　　　　郡上市の財務情報

財務４表の

相互関係

平成３０年度決算

☆全体の額
（H３１.４.１現在人口４１,５９２人）
・資産額：１,５９８.５億円
・負債額：３４５.８億円
・純資産額：１,２５２.８億円
・行政コスト：２４７.８億円

C

B

C

　　　　　　　　　行政コスト計算書の経常行政コストに対する経常収益の割合で、受益者負担の程度を知ることができます。
　平成３０年度決算　受益者負担比率：４.５％（経常行政コスト：２４５.３億円　　経常収益：１１.０億円）
　平成２９年度決算　受益者負担比率：３.８％（経常行政コスト：２５９.９億円　　経常収益：９.９億円）

受益者負担の割合

　　　　　　　　　償却資産に対する減価償却の割合で、資産老朽化の程度を知ることができます。
　平成３０年度決算　資産老朽化比率：５０.４％（償却対象有形固定資産：２,４２９.９億円　　減価償却累計額：１,２２４.０億円）
　平成２９年度決算　資産老朽化比率：４８.７％（償却対象有形固定資産：２,４１４.８億円　　減価償却累計額：１,１７４.９億円）

資産老朽化の割合

平成２９年度決算

☆全体の額
（H３０.４.１現在人口４２,３００人）
・資産額：１,６２５.８億円
・負債額：３５０.２億円
・純資産額：１,２７５.７億円
・行政コスト：２５４.８億円

☆市民一人あたりの額
・資産額：３８４.３万円
・負債額：８３.１万円
・純資産額：３０１.２万円
・行政コスト：５９.６万円

☆市民一人あたりの額
・資産額：３８４.４万円
・負債額：８２.８万円
・純資産額：３０１.６万円
・行政コスト：６０.２万円

　　　　　　　　　資産合計に対する純資産の割合で、固定資産形成に係る過去から現在世代の負担の程度を知ることができ
ます。
　平成３０年度決算　過去～現在世代：７８.４％（資産額：１,５９８.５億円　　純資産額：１,２５２.８億円）
　平成２９年度決算　過去～現在世代：７８.５％（資産額：１,６２５.８億円　　純資産額：１,２７５.７億円）

純資産の割合

　　　　　　　　　　貸借対照表の有形・無形固定資産に対する地方債残高の割合で、社会資本形成にかかる将来世代の負担
の程度を知ることができます。　
　平成３０年度決算　将来世代：１５.１％（有形・無形固定資産合計：１,４５８.９億円　　地方債残高：２２０.２億円）
　平成２９年度決算　将来世代：１５.３％（有形・無形固定資産合計：１,４７９.４億円　　地方債残高：２２６.７億円）

将来世代負担の割合
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郡上市の平成３０年度の連結対象は次のとおりです。

負　債　の　部資　産　の　部

４８０.５億円

４２３.６億円

５３.９億円

１.固定負債

<主な内訳>

・資産整備などに用いた借入金

・在職中の職員に必要な退職手当

１,８４９.８億円

１,７３１.４億円

３.４億円

１０８.９億円

５.８億円

１.固定資産

<主な内訳>

・所有する学校や道路など

・他団体への出資金など

・使用目的が決まっている基金

・長期延滞債権、貸付金
６６.７億円

５１.５億円

５.２億円

５.１億円

４.４億円

２.流動負債

<主な内訳>

・借入金のうち翌年度の返済額

・未払金、未払費用

・翌年度に支払う賞与の一部

・預り金

９０.６億円

７５.９億円

４５.３億円

８.８億円

２.流動資産

<主な内訳>

・必要な時にすぐ使える資金など

　　（うち現金預金）

・未収金、短期貸付金

５４７.１億円負　債　合　計１.７億円３.繰延資産

（支出の効果が1年以上に及ぶもの）
純　資　産　の　部

１,８８０.６億円

△４８６.７億円

１.１億円

・資産形成のためにこれまでの世代が

　負担した額

・余剰分（不足分）

・他団体出資分

１,３９５.０億円純　資　産　合　計    

１,９４２.１億円負 債 ・ 純 資 産 合 計１,９４２.１億円資　産　合　計

【連結財務書類】

特別会計（８）

企業会計（２）

毅水道事業会計　毅病院事業会計

毅国民健康保険特別会計（直営診療施設勘定含む）
毅介護保険特別会計毅介護サービス事業特別会計
毅駐車場事業特別会計毅宅地開発特別会計
毅後期高齢者医療特別会計
毅小水力発電事業特別会計
毅工業団地事業特別会計

※下水道事業特別会計は、地方公営企業法適用移行
期間のため、財産区特別会計は、市町村に財産を
帰属させられない経緯から設けられているため、
連結の対象外となっています。

第三セクター （５）

毅（一財）郡上八幡産業振興公社
毅郡上大和総合開発（株）
毅（有）阿弥陀ケ滝観光
毅（株）伊野原の郷
毅（株）ネーブルみなみ

【連　結】 貸 借 対 照 表
（平成３１年３月 ３１日現在）

B

（カッコ内は会計または団体数等）

※第三セクターは、出資割合が５０％超の団体
が対象となっています。

郡上市の会計

一部事務組合・広域連合 （４）

毅岐阜県市町村会館組合
毅岐阜県後期高齢者医療広域連合
毅中濃地域農業共済事務組合
毅岐阜県市町村職員退職手当組合

一般会計等（４）

毅一般会計　毅ケーブルテレビ事業特別会計
毅青少年育英奨学資金貸付特別会計
毅鉄道経営対策事業基金特別会計

郡上市連結決算
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兼
献
験

券
献
鹸

自　平成３０年 ４月 １日
至　平成３１年 ３月 ３１日

【連　結】 純資産変動計算書 【連　結】 行政コスト計算書

※連結財務書類においては、資金収支計算書の作成を

省略しています。

　対象となる会計間で行われている、出資金、繰入・繰出

などの内部取引は、相殺しています。

※財務書類は、市のホームページ（市政→財政・予算→統一的な基準による財務書類の公表について）でも公表しています。

　平成３０年度決算　受益者負担比率：１６.１％　（経常行政コスト：４４２.８億円　　経常収益：７１.２億円）
　平成２９年度決算　受益者負担比率：１４.６％　（経常行政コスト：４５５.５億円　　経常収益：６６.６億円）

受益者負担の割合

　平成３０年度決算　資産老朽化比率：４７.４％　（償却対象有形固定資産：２,７４２.８億円　　減価償却累計額：１,３００.６億円）
　平成２９年度決算　資産老朽化比率：４８.２％　（償却対象有形固定資産：２,５８０.１億円　　減価償却累計額：１,２４３.４億円）

資産老朽化の割合

【連結】財務書類から分かる

　　　　郡上市の財務情報

　平成３０年度決算　将来世代：２１.０％　（有形・無形固定資産合計：１,７３１.５億円　　地方債残高：３６３.０億円）
　平成２９年度決算　将来世代：１８.６％　（有形・無形固定資産合計：１,６００.７億円　　地方債残高：２９７.９億円）

将来世代負担の割合

　平成３０年度決算　過去～現在世代：７１.８％　（資産額：１,９４２.１億円　　純資産額：１,３９５.０億円）
　平成２９年度決算　過去～現在世代：７３.５％　（資産額：１,８２２.１億円　　純資産額：１,３３８.８億円）

純資産の割合

１,３３８.８億円前年度末純資産残高

△３８３.８億円

４１７.８億円

２７２.９億円

１４４.９億円

純行政コスト

財源調達

<主な内訳>

・地方税、地方交付税など

・国県補助金など

３４.０億円本年度差額

５６.２億円本年度純資産変動額

１,３９５.０億円本年度末純資産残高

７５.０億円

６２.８億円

５.１億円

１.１億円

１.人にかかるコスト

<主な内訳>

・職員給与や議員報酬などの人件費

・翌年度に支払う賞与のうち当年度発生分

・在職中の職員に必要な退職手当のうち当年度

　発生分

１５２.９億円

７０.５億円

１２.７億円

６５.４億円

２.物にかかるコスト

<主な内訳>

・経常的に必要な光熱水費、委託料、物品購入

　費など

・施設の維持費や除雪費用など

・資産の減価償却費

２０３.８億円

１０７.５億円

８２.５億円

３.移転支出的なコスト

<主な内訳>

・補助金など

・社会保障にかかる給付など

１１.１億円

４.８億円

６.１億円

４.その他のコスト

<主な内訳>

・地方債利子

・返還金、税にかかる支出など

４４２.８億円　　　　経 常 行 政 コ ス ト　　　　　①

４８.６億円

２２.７億円

・使用料、手数料

・財産収入、諸収入など

７１.２億円　　　　経　　常　　収　　益　　　　　②

△３７１.５億円　　　   純 経 常 行 政 コ ス ト　      ②－①

１２.４億円

０.１億円

・臨時損失

・臨時利益

△３８３.８億円純 行 政 コ ス ト

兼
献
験

券
献
鹸

自　平成３０年 ４月 １日
至　平成３１年 ３月 ３１日

C

B

C

平成３０年度決算

☆全体の額
（H３１.４.１現在人口４１,５９２人）
　・資産額：１,９４２.１億円
　・負債額：５４７.１億円
　・純資産額：１,３９５.０億円
　・行政コスト：３８３.８億円

平成２９年度決算

☆全体の額
（H３０.４.１現在人口４２,３００人）
　・資産額：１,８２２.１億円
　・負債額：４８３.３億円
　・純資産額：１,３３８.８億円
　・行政コスト：３８９.１億円

☆市民一人あたりの額
　・資産額：４６７.０万円
　・負債額：１３１.６万円
　・純資産額：３３５.４万円
　・行政コスト：９２.３万円

☆市民一人あたりの額
　・資産額：４３０.８万円
　・負債額：１１４.３万円
　・純資産額：３１６.５万円
　・行政コスト：９２.０万円


